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公衆の縦覧に供するため、又はインターネット等で公表するために作成したものです。 
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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 

 

１．商   号  株式会社ＦＰＧ証券 

 

２．登録年月日  ２００７ 年 ９ 月 ３０ 日 

（登録番号）    （ 関東財務局長（金商）第１５３ 号 ） 

 

３．沿革及び経営の組織（２０２６年３月３１日現在） 

  （１）会社の沿革 

年  月 沿           革 

２００４年６月 フィンテックパートナーズ株式会社設立 資本金１０００万円 

２００５年１０月 証券業登録 

２００５年１０月 商号をフィンテックグローバル証券株式会社に変更 

２００５年１０月 日本投資者保護基金に加入 

２００５年１１月 日本証券業協会に加入 

２００５年１１月 証券取引業務開始 

２００７年９月 金融商品取引法施行に伴い金融商品取引業者登録 

２０１３年３月 親会社がフィンテックグローバル株式会社から株式会社ＦＰＧへ変更 

２０１３年３月 商号を株式会社ＦＰＧ証券に変更、本店所在地を東京都千代田区に移転 

２０１３年８月 通貨関連店頭デリバティブ業務開始 

２０１３年１２月 本店所在地を移転（東京都千代田区内） 

２０１９年６月 

投資運用業登録 
第一種金融商品取引業者として行なう有価証券の引受業務追加変更登録 

２０１９年１１月 投資運用業に関する業務方法書の変更 

２０２０年９月 投資運用業務開始 

２０２１年１月 宅地建物取引業登録 

２０２１年３月 通貨関連店頭デリバティブ事業の一部事業譲渡を実施 

２０２２年４月 総合不動産投資顧問業登録 

２０２４年６月 不動産信託受益権等売買等業務及び不動産関連特定投資運用業追加変更登録 
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（２）経営の組織（２０２６年３月３１日現在） 

 

 

 

４．株式の保有数の上位１０位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等の議決権に占め

る当該株式に係る議決権の数の割合（２０２６年３月３１日現在） 

 

氏名は名称 保有株式数 割合 

１．株式会社ＦＰＧ 514,800株 100.00% 

計 514,800株 100.00% 
 

５．役員の氏名又は名称（２０２６年３月３１日現在） 

 

役職名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

代表取締役会長 谷村 尚永 有 非常勤 

代表取締役社長 塚田 正泰 有 常勤 

取締役 副社長 髙橋 和樹 無 常勤 

監 査 役 川嶋 秀行 無 非常勤 

 

６．政令で定める使用人の氏名（２０２６年３月３１日現在） 

 

（1）金融商品取引業に関し、法令等を遵守させるための指導に関する業務を統括する者の氏名 

 

氏名 役職名 

塚田 正泰 代表取締役社長 

内部管理統括責任者 
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（2）投資運用業に関し、運用を行う部門を統括する統括する者の氏名 

 

氏名 役職名 

井上 保宏 投資運用部長 

 

７．本店その他の営業所の名称及び所在地（２０２６年３月３１日現在） 

 

名  称 所  在  地 

本  店 
〒１００－７０２９ 

東京都千代田区丸の内２丁目７番２号 

 

８．業務の種別（２０２６年３月３１日現在） 

 

① 金融商品取引法第２８条第１項第１号に掲げる行為に係る業務 
② 金融商品取引法第２８条第１項第２号に掲げる行為に係る業務 
③ 有価証券等管理業務 
④ 第二種金融商品取引業 
⑤ 金融商品取引法第２８条第１項第３号ロに掲げる行為に係る業務 
⑥ 投資運用業 

 

金融商品取引業付随業務(金融商品取引法第３５条第１項) 

① 有価証券に関連する情報の提供又は助言 

② 他の事業者の事業の譲渡、合併、会社の分割、株式交換若しくは株式移転に関する相談に応じ、又

はこれらに関し仲介を行うこと 

③ 他の事業者の経営に関する相談に応じること 

④ 通貨その他のデリバティブ取引（有価証券関連デリバティブ取引を除く。）に関連する資産(暗号

資産を除く)として政令で定めるものの売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理 

⑤ 譲渡性預金その他金銭債権(有価証券に該当するものを除く)の売買又はその媒介、取次ぎ若しく

は代理 

⑥ 同項柱書で定めるその他の付随業務 
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９. 他に行っている事業の種類（２０２６年３月３１日現在） 

 

(1) 金融商品取引法第３５条第２項に定める業務 

① その行う業務に係る顧客に対し他の事業者のあっせん又は紹介を行う業務 

② 宅地建物取引業法２条２号記載業務 

③ 不動産投資顧問業登録規程記載業務のうち総合不動産投資顧問業 

(2) 金融商品取引法第３５条第４項に定める承認業務 

① 投資事業有限責任組合契約、有限責任事業組合及び匿名組合契約などに基づく権利で、金融商品取

引法第２条第２項第３号、第４号、第５号、第６号に規定されるみなし有価証券に係る組合の事務

管理業務 

② 投資信託及び投資法人に関する法律に規定する外国投資信託及び外国投資証券（外国籍ファンド）

の事務管理業務 

 

１０．苦情処理及び紛争解決の体制 

 

① 第一種金融商品取引業 

特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センターと手続実施基本契約を締結する措置 

② 第二種金融商品取引業 

苦情処理・紛争解決措置として、特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センターを利用す

る措置 
 

１１．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

 

① 加入する金融商品取引業協会 

日本証券業協会 

一般社団法人資産運用業協会 

② 対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センター（第二種金融商品取引業に限る） 

 

１２．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

 

該当事項はありません 

 

１３．加入する投資者保護基金の名称 

 

日本投資者保護基金 
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１４．金融商品取引業等に関する内閣府令第7条第3号イ及び第4号から第9号までに掲げる事項 

（２０２６年３月３１日現在） 

 

有価証券関連業 

不動産信託受益権等売買等業務 

不動産関連特定投資運用業 
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Ⅱ．業務の状況に関する事項 

 

１．当期の業務の概要 

 

第23期事業年度（2025年4月1日～2026年3月31日）は、受益証券発行信託の募集の取扱い業務、投資

一任業務を中心に事業を展開しました。 
 
2022 年 6 月に海外不動産投資ＬＰ持分を投資対象とするみなし有価証券の引受業務を本格的に開始しまし

たが、本事業年度の取扱いはありませんでした。 
航空機を投資対象とする受益証券発行信託の募集の取扱いを開始するとともに証券口座の受入れを開始し

ました。本件受益証券発行信託の募集の取扱いにあたり、親会社である株式会社 FPG を金融商品仲介業者

として販売を委託するとともに当社直接の販売チャネルとしてネット取引も開始しました。 
また本件受益証券発行信託について投資運用業者として投資一任を受任しています。 
証券口座の受入れを開始したことから日証金信託銀行に分別金信託の設定を行い顧客資産の分別管理を開

始しています(本件受益証券発行信託は募集する受益証券が不発行であることから預かりは金銭のみしか発

生していません)。 
 
その結果、本事業年度は最終的に当期純利益は43百万円の黒字となりました。 

 
当事業年度の収益の内訳については、受益証券発行信託の募集の取扱いに係る受入手数料90百万円、投資

一任業務に係る受入手数料7百万円となり、当事業年度の純営業収益は、98百万円となりました。営業外

の受取利息が330百万円あることから、経常利益は47百万円、当期純利益は43百万円となりました。 
 

 
<資産、負債及び純資産の状況> 

 

資産については、現金及び預金 261 百万円、短期貸付金 24,700 百万円、前払費用 1 百万円、未収法人税等

71百万円、未収利息47百万円、固定資産89百万円となった結果、25,182百万円となりました。 
 
負債については、未払金 5 百万円、未払法人税等 77 百万円、賞与引当金 4 百万円、となった結果、負債合

計は87百万円となりました。 
当期純利益が43百万円となったことから、純資産は前年度比43百万円の25,095百万円でした。 
また、純資産合計は25,182百万円となりました。 
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２．業務の状況を示す指標 

 

（１）経営成績等の推移 

（単位：百万円） 

 ２０２４年３月期 ２０２５年３月期 ２０２６年３月期 

資本金 11,449 12,699 12,699 

発行済株式総数 464,800株 514,800株 514,800株 

営業収益 1,249 850 98 

  受入手数料 901 617 98 

 委託手数料 － － － 

引受・売出し等手数料 866 577 － 

募集・売出し等取扱い手数料 － － 90 

その他の受入手数料 35 40 7 

トレーディング損益 0 0 0 

 株券等 － － － 

債券等 － － － 

その他 0 0 0 

純営業収益 1,081 466 98 

経常損益 404 △146 47 

当期純損益 349 △160 43 

 

（２）有価証券引受・売買等の状況 

 

① 株券の売買高の推移 

過去3年において業務の実績はありません 

（単位：百万円） 

 ２０２４年３月期 ２０２５年３月期 ２０２６年３月期 

自  己 － － － 

委  託 － － － 

計 － － － 
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② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売出し及

び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況 

（単位：百万円） 

区分 引受高 売出高 特定投資

家向け売

付け勧誘

等の総額 

募集の取

扱高 

売出の取

扱高 

私募の取

扱高 

特定投資

家向け売

付け勧誘

等の総額 

２
０
２
４
年
３
月
期 

株券 － － － － － － － 

国債証券 －   －  － － 

地方債券 －   －  － － 

社債券 － － － － － － － 

受益証券    － － － － 
その他 8,000 － － － － － － 

計 8,000 － － － － － － 

２
０
２
５
年
３
月
期 

株券 － － － － － － － 
国債証券 －   －  － － 

地方債券 －   －  － － 
社債券 － － － － － － － 

受益証券    － － － － 
その他 19,460 － － － － － － 

計 19,460 － － － － － － 

２
０
２
６
年
３
月
期 

株券 － － － － － － － 
国債証券 －   －  － － 
地方債券 －   －  － － 
社債券 － － － － － － － 
受益証券    － － － － 
その他 － － － 2,266 － － － 

計 － － － 2,266 － － － 

 



- 10 - 

③  デリバティブ取引等の状況 

（単位：百万円） 

 ２０２４年３月期 ２０２５年３月期 ２０２６年３月期 

通貨オプション取引 0 0 0 
自 己 0 0 0 
委 託 － － － 

計 0 0 0 

（注）取引契約金額（想定元本ベース）で記載しています。 

 

３．その他の業務の状況 

 

① その行う業務に係る顧客に対し他の事業者のあっせん又は紹介を行う業務 

                  （単位： 百万円） 

 ２０２４年３月期 ２０２５年３月期 ２０２６年３月期 

紹介手数料 0 0 0 

 

② 投資事業有限責任組合契約、有限責任事業組合及び匿名組合契約などに基づく権利で、金融商品取引法

第２条第２項第３号、第４号、第５号、第６号に規定されるみなし有価証券に係る組合の事務管理業務 

過去3年において業務の実績はありません 

 

③ 投資信託及び投資法人に関する法律に規定する外国投資信託及び外国投資証券（外国籍ファンド）の事

務管理業務 

過去3年において業務の実績はありません 

④ 宅地建物取引業 

業務の実績はありません 

 
⑤ 不動産投資顧問業登録規程記載業務のうち総合不動産投資顧問業 

 業務の実績はありません 
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４．自己資本規制比率の状況 

 （単位：百万円） 

 ２０２４年３月期 ２０２５年３月期 ２０２６年３月期 

自己資本規制比率（Ａ／Ｂ） 687.7％ 1,464.1％ 1,553.9％ 

固定化されていない自己資本（Ａ） 22,621 24,978 25,004 

 

市場リスク相当額 13,210 0 0 

取引先リスク相当額 576 1,490 1,485 

基礎的リスク相当額 61 215 123 

リスク相当合計（Ｂ） 3,289 1,705 11,609 

（注）比率は100分の1の位を切り捨てています。 

 

５．使用人及び外務員の総数 

 

区   分 ２０２４年３月期 ２０２５年３月期 ２０２６年３月期 

使  用  人 7人 9人 9人 

（うち外務員） 6人 7人 8人 
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Ⅲ． 財産の状況 

１． 経理の状況 

（１） 貸借対照表 

（単位：百万円） 

 
 

前事業年度 

2025年3月 

当事業年度 

2026年3月   
    

前事業年度 

2025年3月 

当事業年度 

2026年3月 

資産の部     負債の部     

現金・預金 285 261 トレーディング商品 － － 
預託金 － 10  為替予約等 － － 
 顧客分別金信託 － 10   デリバティブ取引 － － 
  金融商品取引責任準備預託金 － － 約定見返勘定 － － 
  その他の預託金 － － 信用取引負債 － － 
トレーディング商品 － －   信用取引借入金 － － 
 為替予約等 － －   信用取引貸証券受入金 － － 
  デリバティブ取引 － － 有価証券担保借入金 － － 
約定見返勘定 － －   有価証券貸借取引受入金 － － 
信用取引資産 － －   現先取引借入金 － － 
  信用取引貸付金 － － 預り金 0 0 
  信用取引借証券担保金 － －   顧客からの預り金 － － 
有価証券担保貸付金 － －   募集等受入金 － － 
  借入有価証券担保金 － －   その他の預り金 0 0 
  現先取引貸付金 － － 受入保証金 － － 
立替金 0 －   発行日取引受入保証金 － － 
  顧客への立替金 － －   信用取引受入保証金 － － 
  その他の立替金 0 －   先物取引受入証拠金 － － 
募集等払込金 － －   有価証券引渡票受入金 － － 
短期差入保証金 － －   その他の受入保証金 － － 
  発行日取引差入証拠金 － － 有価証券等受入未了勘定 － － 
  信用取引差入保証金 － － 受取差金勘定 － － 
  先物取引差入証拠金 － － 短期借入金 － － 
  有価証券引渡票支払金 － － 前受金 － － 
  その他の差入保証金 － － 前受収益 － － 
有価証券等引渡未了勘定 － － 未払金 2 5 
支払差金勘定 － － 未払費用 0 0 
短期貸付金 24,800 24,700 未払法人税等 65 77 
  （コール・ローン） － － 繰延税金負債 － － 
前払金 － － 賞与引当金 4 4 
前払費用 1 1 その他の流動負債 87 － 
未収入金 － 71 流動負債計 161 87 
未収収益 54 49 長期借入金 － － 
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繰延税金資産 － － 繰延税金負債 － － 
その他の流動資産 － － 退職給付引当金 － － 
貸倒引当金 － － その他の固定負債 － － 
流動資産計 25,141 25,093 固定負債計 － － 

有形固定資産 － － 金融商品取引責任準備金 － － 
  （建物・土地） － － 引当金計 － － 

  （器具・備品） － － 負債合計 161 87 

無形固定資産 11 13 純資産の部     
投資その他の資産 61 61 株主資本 25,051 25,095 
  投資有価証券 － －   資本金 12,699 12,699 
  出資金 － －   新株式申込証拠金 － － 
  長期貸付金 － －   資本剰余金 12,685 12,685 
  長期差入保証金 － －     資本準備金 12,685 12,685 
  長期前払費用 － 9   利益剰余金 △332 △288 
  繰延税金資産 51 55     利益準備金 － － 
  その他 10 10   自己株式 － － 
  貸倒引当金 － －   自己株式申込証拠金 － － 
固定資産計 72 89 評価･換算差額等 － － 

繰延資産 － －   その他有価証券評価差額金 － － 
         繰延ヘッジ損益 － － 
          新株予約権 － － 
          純資産合計 25,051 25,095 

資産合計  25,182 負債･純資産合計 25,213 25,182 
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（２） 損益計算書 

（単位：百万円） 

科目 

前事業年度 

自２０２４年４月１日 

至２０２５年３月３１日 

当事業年度 

自２０２５年４月１日 

至２０２６年３月３１日 

営業収益         
 受入手数料   617   98 
   委託手数料 －  －  
   引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料 577  －  
   募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料 －  90  
   その他の受入手数料 40  7  
 トレーディング損益  ▲0  0 
   株券等トレーディング損益 －  －  
   債券等トレーディング損益 －  －  
   その他のトレーディング損益 ▲0  ▲0  
 金融収益  93  0 
その他営業収益  139  － 

   営業収益計  850  98 
金融費用  －  － 
売上原価  384  0 
純営業収益  466  98 
販売費・一般管理費  736  380 
   取引関係費 437  34  
   人件費 75  99  
   不動産関係費 16  16  
   事務費 0  0  
   減価償却費 2  3  
   租税公課 178  141  
   貸倒引当金繰入れ －  －  
   その他 25  85  
営業利益（又は営業損失）   ▲270   ▲282 

 営業外収益   132   330 
 営業外費用   8   － 

経常利益（又は経常損失）   ▲146   47 

特別利益   －    －  
   臨時利益 －   －   
   金融商品取引責任準備金戻入 －   －   
特別損失  －   －  
   有価証券評価減 －   －   

臨時損失 －    －   
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   金融商品取引責任準備金繰入れ －    －    
特別退職金 －  －  

税引前当期純利益（又は税引前当期純損失）  ▲146  47 

法人税、住民税及び事業税  1  9 
法人税等調整額   12   ▲4 

当期純利益（又は当期純損失）  ▲160  43 

 

 

（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円） 

 
前事業年度 

２０２５年３月 
当事業年度 

２０２６年３月 
 株主資本 

  資本金  当期首残高 11,449 12,699 

   当期変動額  1,250 － 

   当期末残高 12,699 12,699 

  資本剰余金  

  資本準備金  当期首残高 11,435 12,685 

    当期変動額  1,250 － 

 
 

  当期末残高 12,685 12,685 

 その他資本剰余金  当期首残高 － － 

    当期変動額 － － 

 
 

  当期末残高 － － 

 資本剰余金合計  当期首残高 11,435 12,685 

    当期変動額 1,250 － 

    当期末残高 12,685 12,685 

  利益剰余金 

  利益準備金  当期首残高 － － 

    当期変動額 剰余金の配当 － － 

 
 

  当期末残高 － － 

 繰越利益剰余金  当期首残高 △171 △332 

   

 当期変動額 剰余金の配当 

欠損補填 

  当期純利益又は当期純損失        

－ 
－ 

△160 

－ 
－ 
43 

 
 

  当期末残高 △332 △288 

 利益剰余金合計  当期首残高 △171 △332 



- 16 - 

    当期変動額 △160 43 

    当期末残高 △332 △288 

  自己株式  当期首残高 － － 

   当期変動額  － － 

   当期末残高 － － 

 株主資本合計  当期首残高 22,712 25,051 

   当期変動額 2,339 43 

   当期末残高 25,051 25,095 

 評価・換算差額等   

 その他有価証券評価差額金  当期首残高 － － 

   当期変動額（純額） － － 

   当期末残高 － － 

  繰延ヘッジ損益  当期首残高 － － 

   当期変動額（純額） － － 

   当期末残高 － － 
  土地再評価差額金  当期首残高 － － 

   当期変動額（純額） － － 

   当期末残高 － － 
 評価・換算差額等合計  当期首残高 － － 

   当期変動額 － － 

   当期末残高 － － 

新株予約権  当期首残高 － － 

   当期変動額（純額） － － 

   当期末残高 － － 

純資産合計  当期首残高 22,712 25,051 

   当期変動額 2,339 43 

   当期末残高 25,051 25,095 
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「２０２６年３月期決算における注記事項」 

１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 固定資産の減価償却の方法 

無形固定資産 

自社利用のソフトウエアについて、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。 

(2) 収益及び費用の計上基準 

当社の収益は、主に投資一任業務、有価証券の引受・販売業務及び有価証券の募集の取扱いに関する報酬に

よるものです。投資一任業務に関する収益は、受託時に得る報酬、期中管理報酬及び成功報酬から成り、有

価証券の募集の取扱いに関する収益は、有価証券の取得の申込みの勧誘時に得る報酬から成ります。 
① 投資一任業務の受託時に得る報酬は、顧客との契約で定める受託資産額、報酬率に基づき算出された

金額を、受託に係る役務を提供し、顧客が便益を享受した時点で履行義務が充足されたと判断し、収

益に計上いたします。 

② 有価証券の引受時に得る報酬のうち、引受けに係る収益については、有価証券の発行会社等との契約

に基づき、引受サービスを提供し、条件決定日に引受責任を負う履行義務が充足されたと判断し、当

該時点で、収益を認識しております。また、引受けた有価証券の販売に係る収益については、投資家

への販売サービスを提供し、約定日に履行義務が充足されたと判断し、当該時点で収益を認識してお

ります。 

③ 投資一任業務の期中管理報酬は、契約で定める一定期間にわたり役務の提供がされることで履行義務

が充足されるものであるため、各契約で定める計算期間を通して収益に計上いたします。 

④ 投資一任業務の成功報酬は、顧客との契約で定める条件を達成し、収益の著しい減額が発生しない可

能性が高いと判断された時点で収益に計上いたします。 

⑤ 有価証券の募集の取扱いに関し有価証券の取得の申込みの勧誘時に得る報酬は、有価証券の募集の取

扱いに係るサービスを提供し、約定日に履行義務が充足されたと判断し、その時点で収益を認識して

おります。 

(3) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。 

(4) 引当金の計上基準 

賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき支給見込額を計上していま

す。 

(5) その他計算書類作成のための基本となる事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

２．会計方針の変更に関する注記 

当事業年度より、有価証券の募集の取扱いを開始し、有価証券関連業の取扱い件数が増加したことから、 有価証

券関連業に該当する第 1種金融商品取引業者として、「有価証券関連業経理の統一に関する規則」（昭 和 49年 11

月14日付日本証券業協会自主規制規則）に準拠して計算書類を作成しております。この変更に伴う主な変更点は、

以下のとおりであります。 

（貸借対照表） 
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 新たに「預り金」に属する科目として「その他預り金」を区分した上で、従来の「預り金」を「その他預り金」

に含めて表示しております。 

（損益計算書） 

 ① 従来は、「受入手数料」として表示しておりました「募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料」

と「その他の受入手数料」について、新たに「受入手数料」に属する科目として「募集・売出し・ 特定投資家向

け売付け勧誘等の取扱手数料」及び「その他の受入手数料」を区分し、表示しております。 

 ② 従来は、「金融収益」として表示しておりました「受取利息」について、新たに「金融収益」に属する科目と

して「受取利息」を区分し、表示しております。 

 

３．収益認識に関する注記 

収益を理解するための基礎となる情報 

  「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。 

 

４．会計上の見積りに関する注記 

  繰延税金資産の回収可能性 
①当事業年度の計算書類に計上した金額 

   繰延税金資産 55,820千円 

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

繰延税金資産の認識額は、将来の合理的な見積可能期間における事業計画に基づく課税所得の見積額を限度と

して、当該期間における一時差異等のスケジューリングを踏まえ、見積もっております。当該見積りは、将来

の経営環境の変動や当社の業績動向によって影響を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得やスケジュ

ーリングの結果が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響

を与える可能性があります。 

 

５．貸借対照表に関する注記 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 922千円 

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権  24,747,184千円 

短期金銭債務      2,615千円 

 

６．損益計算書に関する注記 

(1) 関係会社との取引高 

営業取引高  

営業費用 140,845千円 

営業外取引高  

営業外収益 325,528千円 

(2) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

営業収益の内、顧客との契約から生じる収益は、受取手数料の98,267千円であり、トレーディング損益、金

融収益は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）の適用範囲外から生じた

収益であります。 
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７．株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度の末日における発行済株式の数 

普通株式 514,800株 

 

８．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産Sの発生の主な原因は、税務上の繰越欠損金及び未払事業税等であり、回収可能性が認められない

ものには評価性引当額を計上しております。 

   

９．金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

当社の資金は、現金及び預金、親会社である株式会社ＦＰＧ及び同一の親会社を持つ会社である株式

会社オンリーユーエアへの貸付けによって運用しております。事業を行うために必要な資金の調達

は、自己資金による他、親会社からの借入または銀行借入による方針としております。なお、当社

は、投機的なデリバティブ取引は行わない方針であります。 

② 金融商品の内容及びそのリスク 

親会社及び株式会社オンリーユーエアに対する短期貸付金は、各貸付先の信用リスクに晒されており

ますが、親会社の財政状態は安定しており、十分な返済能力があると評価しております。またリスク

については、主として為替変動リスク及びリース物件価額の変動による市場リスクに晒されておりま

す。 

③ 金融商品に係るリスク管理体制 

当社の各種リスクに関する管理体制は社内規程で明確化するとともに、信用リスクに関しては金融商

品取引法に基づき、管理部においてそのリスク相当額及び自己資本規制比率の算定を行うことで定量

的に把握しております。 

リスク相当額については、あらかじめ取締役会において限度枠を設定し、管理部が日々モニタリング

を行ない、限度枠の範囲内であることを内部管理統括責任者に報告するとともに、毎月末の状況を取

締役会に報告することにより管理を行っております。 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について、「現金及び預金」、「短期貸付金」、「未収消費税等」及

び「未払法人税等」は、短期間で決済されるものであり、時価が帳簿価額とほぼ等しいことから記載を省

略しております。 
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１０．関連当事者との取引に関する注記 

関連当事者との取引 

属性 会社等の名称 

資本金又は出資

金 

(千円) 

議決権等の

所有 

(被所有) 

割合(％) 

関連当事者 

との関係 

取引の 

内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

親会社 ㈱ＦＰＧ 3,095,874 
（被所有） 

直接100.0 

資金の貸付 

役員の兼任 

業務委託 

施設賃借 

貸付の実行 

貸付の返済 

104,600,000 

103,800,000 

短期 

貸付金 
24,700,000 

利息の受取 

（注1） 
325,521 未収利息 47,184 

業務委託 

手数料(注2) 
39,650 － － 

出向者人件費

の支払(注3) 
0ね170 － － 

親会社

の子会

社 

(株)オンリーユ

ーエア 
25,000 － 資金の貸付 

貸付の実行 

貸付の返済 

300,000 

1,200,000 
－ － 

利息の受取 

（注1） 
4,708 － － 

（注)  取引条件及び取引条件の決定方針等 

1. 資金の貸付に係る利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。 

2. 当該手数料の価格は、親会社である㈱ＦＰＧにおける案件の実績趨勢、当社の業務内容及び市場の状況を踏まえ決

定しております。 

3. 出向者人件費は、出向元の給与を基準に双方協議のうえ決定しております。 

4. その他の取引条件については、一般取引条件と同様に決定しております。 

 

親会社又は重要な関連会社に関する注記 

① 親会社情報 

株式会社ＦＰＧ（東京証券取引所に上場） 

② 重要な関連会社の要約財務情報 

該当事項はありません。 

 

１１．１株当たり情報に関する注記 

(1) 1株当たり純資産額    48,747円17銭 

(2) 1株当たり当期純損失    83円90銭 

 
※本注記表の記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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１２．借入金の主な借入先及び借入金額  

該当事項はありません 

 

１３．保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。）の取得価額、  

時価及び評価損益 

該当事項はありません 
  

１４．デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）の契約価額、時価及

び評価損益 

 

（１）先物取引・オプション取引の状況 
① 株式 

該当事項はありません 
② 債券 

該当事項はありません 
 

（２）有価証券店頭デリバティブ取引の状況 

該当事項はありません 
 

（３）通貨関連店頭デリバティブ取引の状況 

該当事項はありません 
 

１５．財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

 

当社の財務諸表については、会社法436条第2項第1号の規定に基づき、会計監査人であるEY新日本有限

責任監査法人の監査を受け、監査報告書を受領しております。 
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Ⅳ．管理の状況 

 

１． 内部管理の状況の概要 

 

当社では、内部管理統括責任者が各部門の内部管理システムの有効性を監視、問題点等について代表取締役

社長に直接報告、社長の方針・指示を受け、内部管理システムの維持、改善を図ります。また、内部監査室

による内部監査の実施、及び内部監査要点の定期的な再検討を基に適正な業務遂行に努めております。 

 

具体的には、次の事項等の対応を推進しております。 

① 金融商品取引法、その他関係諸規則、社内規程など諸規則、ルールの遵守 

② コンプライアンス等の社内外の研修の推進 

③ 顧客等の個人情報、非公開情報の適正な情報管理 

④ 法人関係情報、インサイダー情報の適正な管理 

⑤ 顧客勧誘の適正性、適合性の確認（金融商品販売法など関係法令諸規則に準拠した勧誘、取引に係

る重要事項説明、広告審査など） 

⑥ 顧客との利益相反取引の管理徹底 

⑦ 適正な本人確認手続の実施 

⑧ 反社会的勢力の事前確認と疑わしい取引の届出 

    なお、当社はグループベースでのマネー・ローンダリングおよびテロ資金供与の防止に向けた取組を毎期の 

  コンプライアンス・プログラムの定例項目としており、当該取組の責任者を内部管理統括責任者としており 

ます。 

お客様からの苦情、相談については、管理部にて承ります。また、当該部署は、お客様からの苦情等の発生、

処理状況、対策等について適宜、代表取締役社長及び内部管理統括責任者に報告し、指示及び助言を得て誠

実に対応いたします。 
当社は、当社が行う金融商品取引業に関して、次の団体を通じて苦情及び紛争等の解決を図ることとしてい

ます。この団体をご利用になる場合には、次の連絡先までお申出下さい。 

  
【名称】 
特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター 

【所在地】 
〒103-0025 東京都中央区日本橋茅場町2-1-13 

【電話番号】 
0120 - 64 - 5005（フリーダイヤル） 

【受付時間】 
月曜日～金曜日／9：00～17：00（振替休日を含む祝日、12月31日～1月3日を除く） 
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２． 分別管理の状況 

 

（１）金融商品取引法第43条の２の規定に基づく分別管理の状況 
①  顧客分別金信託の状況 

 
項  目 ２０２５年3月期末 ２０２６年3月期末 

直近差替計算基準日の顧客分別金必要額 1百万円 35百万円 
期末日現在の顧客分別金信託額 該当なし 10百万円 
期末日現在の顧客分別金必要額 該当なし 0千円 
 

② 有価証券の分別管理の状況 
イ 保護預り等有価証券 

該当事項はありません 
ロ 受入保証金代用有価証券 

該当事項はありません 
ハ 管理の状況 

該当事項はありません 
 

③ 対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係る分別管理の状況 

該当事項はありません 
 

（２）金融商品取引法第43条の２の２の規定に基づく区分管理の状況 

①  商品顧客区分管理信託の状況 

該当事項はありません 

 

②  有価証券等の区分管理の状況 

イ 有価証券等の種類ごとの数量等 

該当事項はありません 
ロ 管理の状況 

該当事項はありません 
 

（３）金融商品取引法第43条の３の規定に基づく区分管理の状況 
① 法第43条の３第１項の規定に基づく区分管理の状況 

該当事項はありません 
 

② 法第43条の３第２項の規定に基づく区分管理の状況 

該当事項はありません 
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Ⅴ 連結子会社等の状況に関する事項 

 

１．当社及びその子会社等の集団の構成 

 

２０２６年３月末現在、連結子会社等は存在しません 

 

２．子会社等の商号、本店の所在地、資本金の額、事業の内容等（２０２６年３月３１日現在） 

該当事項はありません 

 

 

 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株式会社ＦＰＧ証券 

東京都千代田区丸の内２丁目７番２号 
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